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新型コロナウイルス感染症対策 

５月８日開催 津市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

（第１６回）開催結果 

 
 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



 
 

５月８日開催津市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第１６回） 

開催結果 

１ 決定事項 

（１）特別定額給付金申請書発送開始日及び振込開始日について（新型コロナ

ウイルス感染症特別定額給付金等推進担当） 

   特別定額給付金のマイナポータルからのオンライン申請に関しては、本

市におきましては、５月１日（金）から申請受付を開始していますが、５

月７日（木）１６時までの申請件数は、１，２２４件でした。 

このオンライン申請は、市が給付金の基準日である４月２７日のデータ

に基づいて作成する郵送による申請書とは異なり、すべての項目を申請者

ご自身にご入力いただいているため、市において入力項目すべてのチェッ

クを行う必要があります。入力に誤りがなかった申請については、郵送申

請と同様に「配偶者からの暴力を理由とした避難事例における特別定額給

付金関係」等の事務処理を行ったうえで、振込作業を進めますが、市民課

職員２１名の応援により、オンライン申請分のデータチェックを完了する

ことができましたので、「５月１３日（水）から」としていました特別定

額給付金の振込開始日を前倒しし、「５月１１日（月）から」と変更しま

す。 

   また、申請書発送開始日については、これまで「５月１１日（月）から

順次」とご案内していましたが、申請書等の準備が整いましたため、こち

らについても前倒しし、「５月１０日（日）午後３時３０分から」郵便局

への配送を開始します。 

（２）新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進室の体制拡充について

（新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進担当） 

   特別定額給付金等推進室においては、４月２２日（水）の室設置以来、

給付作業に係る準備を進めてまいりましたが、申請書の発送の準備の最終

段階に入っており、発送直前まで「配偶者からの暴力を理由とした避難事

例における特別定額給付金関係」等の事務処理を行ったうえで、５月１０

日（日）午後３時３０分から、郵便局への配送を開始します。 

５月１１日（月）以降は、申請書が到着次第、開封整理担当、内容点検

担当、不備申請書の調査・追跡担当、申請書発送及び戻り申請書の調査・

追跡担当、データ入力担当、支払い担当、広報・相談担当における実際の

給付作業を開始します。 



 
 

このことから、市民の皆様への給付金の振込を可能な限り迅速かつ的確

に行うために、当該給付作業の体制を強化し、５月１１日（月）から各作

業担当の現場責任者として、計１５名の職員を、また、各担当として最大

１３０名の職員を配置することとします。 

（３）新型コロナウイルス感染症特別定額給付金相談窓口の設置について（新

型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進担当） 

   特別定額給付金に係るご相談は、現在、危機管理部所管の「津市新型コ

ロナウイルス感染症市民生活相談案内窓口」で受け付けていますが、５月

１１日（月）から、新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進室所

管の「新型コロナウイルス感染症特別定額給付金相談窓口」で受付を行う

こととします。 

（４）市休止施設の再開に関する基本的な対応方針について（税務・財産管理

担当） 

   本市は、５月４日の国の緊急事態宣言の延長や基本的対処方針の変更を

受けて、翌５日に開催した津市新型コロナウイルス感染症対策本部会議

（第１５回）において、現在休止又は一部休止している市の公共施設（５

月７日現在５０７施設、（以下「休止施設」という。））について、基本

的な感染症対策の徹底を前提に、休止施設の休止期間を短縮する方向で検

討を始めることを決定し、後刻、三重県から「三重県緊急事態措置 Ver．

２」及び「三重県緊急事態措置 休業協力要請について Ver．２」が発出

されました。 

   そこで、「三重県緊急事態措置 Ver．２」等の趣旨を踏まえ、本市の休

止施設の再開に関する基本的な対応方針を定めることとします。 

ア 休止施設の再開の是非を検討するための「三重県緊急事態措置 Ver．

２」等のポイント 

  ４月末時点の県内における感染者の感染経路の９割以上が県外に由来

していることや、「特定警戒都道府県」など感染が多数確認されている

府県に隣接している県の状況にかんがみ、県境を越える移動の自粛への

協力が求められる一方で、県内における移動の自粛は、基本的には行わ

ないこととされています。 

  また、施設の休業要請については、これまでクラスターの発生が確認

されておりクラスター発生の危険性が高い施設や、三つの「密」が重な

るなど感染拡大のおそれが高い施設については、引き続き新型インフル



 
 

エンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）に基づく休業要請

を行うこととし、一方、それ以外の施設については、特措法に基づく休

業要請は行わないとした上で、適切な感染防止対策の徹底と県外からの

訪問客の利用自粛対策への協力が求められています。 

  これらのポイントを踏まえ、休止施設の再開に関する基本的な対応方

針は、次のとおりとします。 

イ 特措法に基づく休止要請対象施設の対応方針 

  「三重県緊急事態措置 休業協力要請について Ver．２」における特

措法に基づく休止要請対象施設（スポーツクラブなどの運動施設（面積

要件無し）、並びに音楽教室（主に発声を伴うもの）及びカラオケ教室

（いずれも床面積の合計が１，０００㎡を超えるもの）の機能を有する

施設（貸館を含む。）並びに温泉施設（床面積の合計が１，０００㎡を

超えるもの））について、当該休止要請がクラスター発生など感染拡大

の危険性が高い施設であることを考慮してなされるものであることを踏

まえ、再開の対象とはせず、５月３１日まで休止することとします。た

だし、「三重県緊急事態措置 Ver．２」が前倒しで解除された場合に

は、特段の事情がない限り、当該解除される日まで休止し、また、「三

重県緊急事態措置 Ver．２」が延長された場合には、特段の事情がない

限り、当該延長後の措置実施期間中は休止することとします。 

  ウ 特措法によらない協力依頼対象施設その他の施設の対応方針 

  （ア）特措法によらない協力依頼対象施設の対応方針 

     「三重県緊急事態措置 休業協力要請について Ver．２」におけ

る特措法によらない協力依頼対象施設（音楽教室（主に発声を伴うも

の）及びカラオケ教室）の機能を有する施設（貸館を含む。）で、床

面積の合計が１００㎡を超え１，０００㎡以下のものについては、当

該協力要請が特措法の休止要請の趣旨に基づきなされるものであるこ

とを踏まえ、再開の対象とはせず、５月３１日まで休止することとし

ます。ただし、「三重県緊急事態措置 Ver．２」が前倒しで解除され

た場合には、特段の事情がない限り、当該解除される日まで休止し、

また、「三重県緊急事態措置 Ver．２」が延長された場合には、特段

の事情がない限り、当該延長後の措置実施期間中は休止することとし

ます。 

     なお、床面積の合計が１００㎡以下のもの（温泉施設内のサウナを



 
 

含む。）についても、「三重県緊急事態措置 休業協力要請について 

Ver．２」において自粛を求められていることから、同様に取り扱う

こととします。 

（イ）その他の施設の対応方針 

     「三重県緊急事態措置 Ver．２」において、県境を越える移動の自

粛への協力が求められる一方で、県内における移動の自粛は、基本的

には行わないこととされていることから、休止施設の再開に向けた対

応に当たっては、次の【再開の前提条件とする対策】を講じることと

し、かつ、その対策の効果が十分に発揮できることが見込まれ、当該

施設のご利用者が安心・安全にご利用いただけること及び当該施設の

周辺にお住いの住民に不安を抱かせることがないと判断した場合は、

休止施設を再開するものとします。 

     また、再開しないことを判断した場合においては、「三重県緊急事

態措置 Ver．２」が前倒しで解除された場合には、特段の事情がない

限り、当該解除される日まで休止し、また、「三重県緊急事態措置

Ver．２」が延長された場合には、特段の事情がない限り、当該延長

後の措置実施期間中は休止することとします。 

     なお、市立小・中・義務教育学校及び幼稚園並びに市立幼保連携型

認定こども園（１号認定こども）については、市教育委員会の判断に

よることとし、また、図書館等県においても同種の施設を運営してい

る場合は、県における対応を勘案して判断することとします。 

     さらに、施設の再開後において、「三重県緊急事態措置 Ver．２」

における「緊急事態措置強化の判断のためのモニタリング指標」に掲

げる状況に至るなど、三重県緊急事態措置が強化されたことに伴い、

休止要請等がなされた場合は、市民生活への影響を考慮したうえで、

施設を休止し、その場合の休止期間については、基本的に当該休業要

請等に応じた期間とします。ただし、次に掲げる場合については、そ

の必要な部分につき日常的な感染症対策を更に徹底したうえで、使用

を継続します。 

   ・ 市民生活を支えるうえで必要な業務を行っている場合 

   ・ 子どもの居場所づくりのために必要な場合 

   ・ 公共的団体等の事務所等当該団体の業務を継続するうえで必要な場

合 



 
 

   ・ 避難所（福祉避難所を含む。）に指定されている施設につき避難所

として開設された場合 

【再開の前提条件とする対策】 

・ 政府専門家会議から、新型コロナウイルス感染症との戦いは、長丁 

場が予想され、感染拡大の防止と社会経済活動の両立を図るうえで、 

「新しい生活様式」の実践の必要性が示されていることをかんがみ、 

「新しい生活様式」の実践例や「三重県緊急事態措置 休業協力要請 

について Ver．２」【別表１】に掲げる感染症対策の具体的な取組例 

を踏まえた適切な感染防止対策を徹底すること。 

・ 県内における感染者の感染経路の９割以上が県外に由来しているこ 

とや、特定警戒都道府県など感染が多数確認されている府県に隣接し 

ている県の状況にかんがみ、「三重県緊急事態措置 休業協力要請に 

ついて Ver．２」【別表２】に掲げる具体的な取組例を踏まえた県外 

からのご利用を自粛していただくための対策を講じること。ただし、 

施設の特性として県外からのご利用がない施設の場合は、この限りで 

ありません。 

エ 本対応方針に基づく今後の対応 

  各所管においては、休止施設の再開を望む市民の声を鑑み、本対応方 

針に基づき、早急に再開の是非を判断し、再開することを判断した施設 

については、適宜周知期間を設けたうえ、順次再開することとします。 

オ 市民への情報提供 

再開することを判断した施設の情報（施設名、再開時期等）について 

は、日々、財産管理課において取りまとめたうえ、市ホームページ等に 

より公表しますので、再開判断後、速やかに財産管理課まで報告をお願 

いします。 

 

２ 報告事項 

（１）「配偶者からの暴力を理由とした避難事例における特別定額給付金関係」

の申出について報告（新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進担

当） 

   配偶者からの暴力を理由とした避難事例の申請については、４月２４日

（金）から４月３０日（木）までを申出期間とし、５月１日（金）から本

日５月８日（金）までを自治体間で情報を共有する全国統一の調整期間と



 
 

していましたが、特段の配慮が必要であることから、４月３０日（木）以

降も相談を受け付けています。 

（２）ゴールデンウイーク期間中の事業者向け相談窓口の対応結果について報

告（商工観光部） 

   新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、中小企業・小規模事業者の

皆様が抱える資金繰りをはじめとした不安を解消するため、市内各金融機

関が開設する休日相談窓口と連携し、令和２年５月２日（土）から５月６

日（水・祝）までの日程で、各日とも午前１０時から午後４時まで、津リ

ージョンプラザ１階ロビーにおいて「事業者向け特設窓口」を開設し、各

日８名の職員が対応しました。 

   この期間中には、合計１２７件の相談等があり、そのうち、「セーフテ

ィネット保証」に係る認定について４０件の申請があり、認定書の受け取

りが２９件、認定に係る相談が１８件ありました。こちらは、令和２年５

月１日（金）から取り扱いが開始された、民間金融機関においても、無利

子無担保で融資を受けることができる「三重県新型コロナウイルス感染症

対応資金」の認定にも使えることから、多くの申請・相談があったもので

す。その他の相談内容としては、国の持続化給付金に関することが２２

件、その他支援制度全般に関すること等が１８件でした。 

（３）同報系防災行政無線を活用した市民の皆様への啓発について報告（危機

管理部） 

   ５月２日（土）から５月６日（水）までのゴールデンウイーク期間中、

毎日午前１０時に市同報系防災行政無線を活用し、市内全域に市民の皆様

へ向けた、不要不急の外出の自粛を呼びかけました。 

 

（４）津市新型コロナウイルス感染症市民生活相談案内窓口等の相談状況につ

いて報告（危機管理部） 

   津市新型コロナウイルス感染症市民生活相談案内窓口の相談状況は、５

月７日（木）までの土・日曜日及び祝日を除く１７日間で１，４４１件の

相談がありました。 

   昨日の連休明け７日の相談件数は、１日で２２０件であり、その内、主

な相談内容は、特別定額給付金に関する相談が１７４件で、約８０％を占

めています。 

   なお、５月１１日（月）から特別定額給付金に係る相談は、新型コロナ



 
 

ウイルス感染症特別定額給付金等推進室の専用相談窓口（電話番号０５９

－２２９－３５７４）に移行することとします。 

   また、昨日は当案内窓口で完結した相談が１７４件、専門的な対応が必

要として担当部局につないだ相談が４６件でした。 

   これ以外に事業者向け相談窓口では、５月７日（木）までに８０２件の

相談を受け付けました。 



 
 以下会議資料 

津市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第１６回） 

 

令和２年５月８日（金） 

 午前１０時～      

本庁舎８階 大会議室Ａ 

 

１ 国・県の動き 

（１）国の緊急事態宣言の延長に伴う三重県の対応について報告（危機管理部） 

（２）その他 

 

２ 協議事項 

（１）特別定額給付金申請書発送開始日及び振込開始日について協議（新型コ

ロナウイルス感染症特別定額給付金等推進担当） 

（２）新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進室の体制拡充について

協議（新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進担当） 

（３）新型コロナウイルス感染症特別定額給付金相談窓口の設置について協議

（新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進担当） 

（４）市休止施設の再開に関する基本的な対応方針について協議（税務・財産

管理担当） 

 

３ 報告事項 

（１）「配偶者からの暴力を理由とした避難事例における特別定額給付金関係」

の申出について報告（新型コロナウイルス感染症特別定額給付金等推進担

当） 

（２）ゴールデンウイーク期間中の事業者向け相談窓口の対応結果について報

告（商工観光部） 

（３）同報系防災行政無線を活用した市民の皆様への啓発について報告（危機

管理部） 

（４）津市新型コロナウイルス感染症市民生活相談案内窓口等の相談状況につ

いて報告（危機管理部） 

 

４ その他 
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